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● ライブラリー等の出版については、新たな図書出版申請に対し十分な検討を行い発刊に努めるとともに、リーフレットなど

の広報頒布物などは情報調査部をはじめ関係各部との連携を密に発行する。しかし、出版事業全般については収益性が高く、

公益社団法人組織の事業としては問題が多く、今後の検討課題とする。 

● 日韓協定に基づく日韓代表者会議を、平成 21 年７月に横浜市において開催する。そのため、同協定に基づき、代表団３名

および交流功労者表彰者１名を招聘する。 

● 第３回 AAMLS 学会を、平成 21 年７月 30 日、31 日パシフィコ横浜において開催するが、現在設置の「第３回 AAMLS 学会運

営委員会」を実行委員会として開催に努力する。 

● 台湾臨床検査技師会(CAMT)とは、昨年同様、学術を中心とした交流を継続する。 

● AAMLS 加盟国と JIMTEF 検査技術コース研修員を中心にフォトサーベイ等、開発途上国支援として必要な事業を推進する。

また、JIMTEF が実施する個別研修・集団研修への協力を強化するとともに、AAMLS 加盟国間のネットワークづくりのため日本

で研修を終えた研修生への情報支援を継続・強化する。また、JICA 検査技術コース研修員に、カントリーレポートとして技

師会活動を啓発する。 

● IFBLS 関連として、評議員である担当理事を中心とした協力体制を強化し、IFBLS chief delegate meeting への代表者

派遣を検討する。また、IFBLS の expert group 活動にアンケートの協力や資料・情報の提供などを行う。更に、IFBLS より

発信される各種情報の日臨技会員への提供、世界医学検査ディー広報活動の推進、ホームページを通じた連携強化を推進する。

-----------------------------------------------------------------------------------------------------------------

＜質問事項・要望事項・意見＞  

【質問】 

◇ 昨年度の経過報告に「地区・都道府県会長連絡会議を開催して組織連携強化を図った」とあるが、疑問に思う。その会議

において決定した地区の行事、予算等についての調査結果はどうなっているか。 

◇ 臨技法改正での積み残し課題である｢省令委任した生理学的検査の業務範囲、教育カリキュラム等｣に関するその後の経過

はどうなっているか。また、会長の見解を述べて欲しい。 

◇ 診療報酬改正に向けた活動はどうのようになっているか。 

◇ 公益共催事業の「日臨技負担額上限 100 万円」とはどういうことか。 

◇ 平成 19 年 10 月に理事会決定した「検査情報端末」は、その後どうなっているのか。兵庫県としては、日臨技が行わない

ならば、単独で「共催再申請」による実施を考えている。 

◇ 共催事業の助成金に宿泊費が含まれないのは何故か。 

◇ 県技師会支部独自の行動として、技師会費以外の費用により一般市民に対する公益事業を行っているが、県技師会への問

題はあるか。 

◇ 生涯教育の方向性を明確にするとともに、認定監理総合検査技師の認定について、報告されなかったが経過はどうなって

いるのか。 

【要望】 

◇ 平成 21 年度目標を明示して欲しい。 

◇ 平成 20 年度第１回定期総会における質疑の時間(１時間程度)が短かったので十分討議が可能な時間配分をして欲しい。 

◇ 臨薬協との倫理に関する勉強会について、開催場所を考えて欲しい。更に、内容をもっと具体的にするように、申し入れ

をして欲しい。 

◇ 生涯教育研修会で会員の負担を軽減する意味において、日臨技からの委託金 20 万円を増額して欲しい。 

◇ 会誌「医学検査」を CD 化して費用削減を図って欲しい。 

◇ 各種認定技師制度を更新条件を明示して欲しい。 

◇ ペースメーカーチェックについて、ME 学会では“認定”が行われているようであるが、検査技師の関与についての考えを

明確にして欲しい。 

◇ 標準化事業に関して、平成 22 年以降の予算化の考え方を示して欲しい。 

◇ エイズ予防に関する事業において「学校などへの講師派遣」とあるが、この事業を日臨技としての今後の事業として展開

して欲しい。そのための、戦略を組み立て、都道府県と同じような講演会やフォーラム、講義を展開して欲しい。 

◇ エイズ予防に関する事業は、各都道府県技師会の企画にあわせた助成金をお願いしたい。 

【意見】 

◇ エイズの予防啓発に使用した“街頭ビジョン”は効果もなく、必要は無い。今後は止めるべきである。 

---------------------------------------------------------------------------------------------------- 
 上記のような、質問、要望、意見が各代議員から述べられた。当日の代議員会において、回答はしているが、更に翌 24 日に

開催された第７回理事会で審議された。それにより、平成 21 年度事業計画に盛り込まれた事項もある。 

回答及び詳細については、来る３月 28 日(土)大森東急インにおいて開催される「平成 20 年度第２回定期総会－平成 21 年度

事業計画(案)」＜医学検査３月号に掲載予定＞及び議事録＜ホームページ掲載予定＞を参照されたい。 

 

 

 

 

 

 

 日 時：平成 21 年３月 28 日(土) 午前 10 時 

 会 場：大森東急イン フォレストルーム(５F) 

 議 題：平成 21 年度事業計画(案) 他 

 

平成 20 年度 第２回定期総会(予算総会)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


